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マルクスは，利潤率の上限である不変資本に対する価値生産物比率
V+M
C
が低下すれ
ば，剰余価値率
M
V
が上昇しようとも利潤率
M
C+V
は低下すると主張した。本稿は，価
値生産物比率の低下と剰余価値率の上昇が同時進行する線形モデルを用いて利潤率の推移
を検出し，利潤率の上昇から低下への転換点を確定した。そして利潤率低下の転換点は，
価値生産物比率の低下率と剰余価値率の上昇率が増大するほど早期に出現することをみ
た。剰余価値率の上昇は，一般には利潤率の低下を阻止する要因として理解されている。
しかし価値生産物比率が低下するとの前提のもとでの剰余価値率の上昇速度の増大は，利
潤率の上昇幅を拡大させる反面，利潤率低下の転換点の早期形成を推進する要因として機
能する。
マルクスの有機的構成高度化は，技術的構成高度化＝生産性上昇による価値構成の高度
化であると解釈できる。マルクスは，有機的構成は技術的構成に遅れて高度化されるとの
歴史認識をもっていたのであるから，実質賃金率一定のもとでは消費財に対する生産財の
相対価値は低下すると想定していたはずである。相対価値の低下は，生産財の生産性が消
費財のそれを上回って上昇するとの仮定が必要となる。技術的構成が高度化しても生産財
の単位価値が十分に低下すれば有機的構成は高度化しないことも理論的には想定可能では
ある。しかしマルクスの生産力発展にともなう死んだ労働に対する生きた労働の比率
N
C
の低下規定は，そのような想定を否定しており，したがって技術的構成の高度化は必ず有
機的構成の高度化に反映されるとの理論構成が採られていることになる。
は じ め に
マルクスは，生産手段に対象化された労働 Cに対する生きた労働 V+M の比率
=
V+M
C
が低下するならば，使用労働のうちの支払部分 Vに対する不払部分 M の比率
=
M
V
が上昇しようとも利潤率は低下すると主張する。
「生産諸手段につけ加えられる生きた労働の総量がこの生産諸手段の価値に比べて減少
するのであるから，不払労働も，不払労働を表わす価値部分も，前貸総資本の価値に比
べて減少する。すなわち投下総資本のうち生きた労働に転換される可除部分がつねに減
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少し，それゆえ，たとえそれと同時に使用労働のうちの支払部分にたいする不払部分の
比率が増大しようとも，この総資本はその大きさに比べてますます少ない剰余労働を吸
い取る。」（K. Ⅲ, S. 226.）
本稿は，この利潤率の上限を意味する価値生産物比率
V+M
C
が低下すれば剰余価値率
M
V
が上昇しようとも利潤率
M
C+V
は低下するとの主張を検討する。生産力の発展ととも
に資本構成の高度化，剰余価値率の上昇，価値生産物比率の低下が同時進行する場合，これ
らの要因は如何なる関係に基づき発現するかを考察し，諸要因の変動が利潤率を低下方向に
誘導する過程を分析する。その際，価値生産物比率の低下を前提として剰余価値率が上昇し
てゆくモデルを作成し利潤率の基本的変動パターンを検出した上で，そのモデルを用いて利
潤率の上昇から低下への転換点の特定を試みる。
．資本構成，剰余価値率，価値生産物比率の相互規定関係と利潤率の変動
資本構成 q=
C
V
，剰余価値率 e=
M
V
，価値生産物比率 μ=
V+M
C
は独立して変動す
るのではなく，これらの要因は互いに依存した関係に置かれている。資本構成 qは，剰余
価値率 eと価値生産物比率 μによって次のように規定される。
q=
C
V
=
C
V+M
⋅
V+M
V
=
C
V+M
1+
M
V
=
1+e
μ
(1)
したがって資本構成 qは，価値生産物比率 μの低下か剰余価値率 eの上昇，あるいは両
作用によって高度化される関係にある。利潤率 πの定義式の分子と分母を V で除すれば
π=
M
C+V
=
MV
CV+1
=
e
q+1
(2)
となるから，その場合，利潤率 πは資本構成 qと剰余価値率 eによって規定され，qの高度
化は利潤率を低下方向へ，eの上昇は利潤率を上昇方向へと誘導する関係にある。しかし資
本構成 qを(1)のように規定すれば，利潤率 πは
π=
e
q+1
=
e
1+e
μ
+1
(3)
となり，資本構成 qに変えて価値生産物比率 μと剰余価値率 eの要因で利潤率を規定す
ることができる。
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さて，価値生産物比率の低下するもとで剰余価値率を一定とすれば利潤率が低下してゆく
ことは『資本論』第部第篇「利潤率の傾向的低下の法則」第13章「法則そのもの」にお
ける設例が示している。価値生産物比率と利潤率の段階数値に注目してその設例をみれば，
剰余価値率 e=100%と一定で価値生産物比率 μが 421
2
3

1
2
と低下してゆく過程に
おいて，利潤率 πも
2
3

1
2

1
3

1
4

1
5
と段階的に低下してゆく様子が描かれている。
表 1-1 は，その設例における各段階での価値生産物比率 μ，剰余価値率 e，利潤率 πの数
値を示したものであり，図 1-1 は横軸に(1)〜(5)段階を，縦軸に μ，e，πの数値をとり表
1-1 を図示したものである。
上記の設例では，生産力の発展段階を示す(1)〜(5)の各段階で剰余価値率は不変と仮定さ
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表 1-1 （マルクスの設例）剰余価値率不変のケース
(出所) K. Ⅲ, S. 221.
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図 1-1
れており，この仮定は生産力の発展にともなう賃金財の価値低下を介した労働力の価値低下
による相対的剰余価値率上昇の想定とは矛盾すると批判された。実際，マルクスは「労働の
生産性の上昇につれて労働者の低廉化が，したがって剰余価値率の上昇が進行する。実質賃
金が上昇する場合でさえもそうである。実質賃金は決して労働の生産性に比例しては上昇し
ない」（K. Ⅰ, S. 631.）と述べているのであるから，生産力の発展してゆく各段階で剰余価
値率は上昇すると想定していたはずである。そうであれば剰余価値率は不変ではなく上昇し
てゆくとして利潤率の低下を論証しなければならない。
そこで次に価値生産物比率が低下してゆくもとで剰余価値率の上昇する場合を想定して利
潤率の推移を検討する。表 1-2 は，価値生産物比率 μが表 1-1 と同様に段階的に低下して
ゆく過程で剰余価値率 eが搾取の存在しない(1)段階でのゼロから(2)〜(5)段階にかけて同
じ変化率で上昇してゆくと仮定したケース =eと，加速度的に上昇してゆくケース
=eを想定して，それぞれのケースにおける利潤率を π，πとし，各段階での数値を求め
たものである。図 1-2 は，表 1-2 にある各段階での μと e，eを，図 1-3 は e，eの各ケ
ースに対応する利潤率 π，πの推移を図示したものである。
価値生産物比率が低下してゆくもとで剰余価値率が一定の比率で，あるいは加速度的に上
昇してゆくケース・における利潤率の変動パターンは図 1-3 に描かれている。いずれの
ケースにおいても利潤率は初期段階で上昇するが，ある段階で上昇から低下への転換点が形
成され，それ以後は利潤率の低下が継続する。図 1-3 では，同じく価値生産物比率が低下す
るとの前提のもとで剰余価値率を急速に上昇させたケース2の方が利潤率の上昇幅を拡大
π>πさせており，さらに πの転換点は(4)段階，πの転換点は(3)段階に置かれ，剰余
価値率の加速度的上昇を想定したケースの方が利潤率の上昇から低下への転換点の形成を
早める結果となっている。
以上の関係をモデルを用いて確認しよう。いま時間 tの経過とともに一定の比率で剰余価
値率は上昇し，価値生産物比率は低下してゆく線形モデルを設計する。剰余価値率の上昇率
を α，価値生産物比率の低下率を−β，	期 =tの μ=μとおき，α=0.6，−β=−0.4，
μ=40と仮定した場合，剰余価値率 eと価値生産物比率 μはそれぞれ次のように時間 tの
関数として表示される。

e=0.6t (4)
μ=40−0.4t (5)
利潤率 πは eと μによって規定できるので，利潤率の規定関係を示す(3)の eと μに上記
の(4)，(5)を代入すれば
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π=
−0.24t +24t
41+0.2t
(6)
となり，πも tの関数となる。
図 1-4-1 は，横軸に時間 tを，縦軸に e，μ，πをとり，それらの推移を示したものであ
る。そのうち利潤率 πの推移をプラスの範囲内で考察すれば，利潤率は tt期までは上昇
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表 1-2 剰余価値率の上昇してゆくつのケース
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図 1-2 価値生産物比率 μと剰余価値率 eの段階推移
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図 1-3 利潤率 πの段階推移
(注) 利潤率の上昇から低下への転換点を
で示
す。
を示し，a点で最大値 =π をとり，それ以後は t期まで継続的に低下しており，先の
図 1-3 における利潤率の段階推移と同様の変動パターンが検出される。利潤率を最大にする
t =tを求めることで，利潤率の上昇から低下への転換点が形成される時期を特定しよう。
利潤率を最大にする tが tとなるから，(6)の利潤率 πを tで微分して，その微分値がゼ
ロになる tを求めれば，それが tである。そこで(6)を微分すると
dπ
dt
=
−0.048t −19.68t+984
41+0.2t 

となり，
dπ
dt
=0とする t =t>0を求めると t≒45を得る。t=t=45のとき利潤率は最大
値 π をとり，その最大値は(6)の tにその値を代入して π=11.8となる。このモデルで
は，t=45期まで利潤率は上昇し，その期を境に以後は低下が継続する。t=100=t）と
なれば利潤は消滅し，t期の利潤率 π=0となるのであるが，それ以前の t=45期からすで
に利潤率の継続的低下が開始されている。この利潤率の継続的低下の開始を告げる t期は
「資本制的生産の刺激であり蓄積の条件および推進者である利潤率が，生産そのものの発展
によっておびやかされる」（K. Ⅲ, S. 269-270）事態の到来として感知される。
図 1-4-2 は，図 1-4-1 と同様に価値生産物比率 μは低下してゆくが，その過程で剰余価
値率の上昇率を倍の α=1.8に増大させた場合の利潤率 πの推移を示したものである。同
じく価値生産物比率が低下するもとで剰余価値率の上昇率の増大が利潤率に与える影響をみ
るために両図を対置した。これまでと同じ分析手法を用いて図 1-4-2 における利潤率の推移
をみれば，利潤率の最大値 π は t≒32期に達成され，そのときの π=18.2である。以
上のつのモデルの比較から，剰余価値率の上昇率の倍の引上げ α=0.61.8が利潤率
の上昇幅を6.4拡大 π=11.818.2し，利潤率の上昇から低下への転換点形成の時期を13
期短縮 t=4532させることが算定でき，図 1-3 でみた π，πの段階推移と類似の関係
の存在が確認できる。これを一般化して考察しよう。
時間 tの経過にともなう剰余価値率 eの上昇率を α，価値生産物比率 μの低下率を−β，
t期の μ=μとすれば α, β, μ>0，eと μは次のように tの関数となる。

e=αt (7)
μ=μ−βt (8)
利潤率πは
π=
e
1+e
μ
+1
(3)
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と規定できるので，(3)の eと μに(7)，(8)を代入すれば
π=
αt μ−βt 
1+μ+α−βt
(9)
となり，πも tの関数となる。さて利潤率 πを最大にする t =tとは，πを tで微分して
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図 1-4-1 利潤率の上昇から低下への転換点 aの特定
(注) e1＝0.6t，μ＝40−0.4tとした場合の利潤率πの推移を示す。
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図 1-4-2 利潤率の上昇から低下への転換点 aの特定
(注) e2＝1.8t，μ＝40−0.4tとした場合の利潤率πの推移を示す。
dπ
dt
=
αμ−2αβt 1+μ+α−βt−αμt−αβt
α−β
1+μ+α−βt
 (10)
とし，
dπ
dt
=0，すなわち(10)の右辺の分子をゼロにする tであるから，分子を整理して＝0
とおくと，
β β−αt −2β 1+μt+μ1+μ=0
となり，これを解いて t =t>0は
t=t=
−1+μ+ 1+μ1+
αμ
β

α−β
(11)
となる。利潤率が最大値をとる t期は(11)によって決定される。(11)の α，β，μに数値を
代入すれば，利潤率が上昇から低下に転じる転換点の形成される時期である t期が判明す
る。(11)は t期を算定するが，その式の形のままでは αまたは βの変化が転換点 t期の到
来を短縮・延長のいずれの方向に導くかの判定は困難である。なぜなら(11)では μ，βを一
定とした場合，αの増大は分子と分母をともに大とするので，t期を分母は短縮，分子は延
長させるよう作用し，結果として αの増大が t期を短縮・延長のいずれで決着させるかの
判断を困難とする。あるいはまた(11)では μ，αを一定とした場合，βの増大は分子と分母
をともに小とするので，t期を分母は延長，分子は短縮させるよう作用し，これまたいずれ
の結果となるかの判断を困難とする。しかし(11)を判定できる形に変形できれば，このよう
な不確定論から逃れることが可能となる。そこで分子を有理化して(11)を変形すれば
t=
μ

β β+αμ
1+μ
+β (12)
となる。(11)を変形した(12)を用いれば，α，βの変化が t期の出現時期に及ぼす影響を判
定することができる。すなわち α，βの増大は，いずれも(12)の右辺の分母を大とするので
t期を短縮させ転換点の到来を早めることがわかる。剰余価値率の上昇率 αと価値生産物比
率の低下率の絶対値である βのいずれの増大も t期の出現の短縮化を促進することになる。
図 1-5 は，横軸に α，βを，縦軸に利潤率の上昇から低下への転換点が形成される時期を
示す t期をとり，μと βを先のモデルで仮定した数値（μ=40，β=0.4）で固定した場合
の剰余価値率の上昇率 αと t期の関係を T曲線で，さらに μと αを先のモデルの数値
（μ=40，α=0.6）で固定した場合の価値生産物比率の低下率の絶対値 βと t期の関係を T
曲線で示したものである。
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T曲線上の a点（α=0.6，t=45）は図 1-4-1 における利潤率低下の転換点である a点
に，a点（α=1.8，t=32）は図 1-4-2 における a点に対応しており，剰余価値率の上昇率
αの増大が転換点となる t期の到来を短縮させる関係が示されている。T曲線は，価値生
産物比率の低下率の増大，すなわち βの増大も剰余価値率の上昇率 αの増大と同様に転換
点 t期の到来を短縮させることを示している。両者の比較から，αより βの方が，すなわ
ち剰余価値率の上昇率の増大よりも価値生産物比率の低下率のそれの方が t期の短縮化に
効力を発揮するといえる。さらに βの増大は，利潤率 π=0となる t期 =
μ
β
の到来を早
めることにもなる。
以上，価値生産物比率の低下と剰余価値率の上昇が同時進行する線形モデルを用いて，利
潤率の推移を検出し，利潤率の上昇から低下への転換点を確定した。価値生産物比率が低下
するもとで剰余価値率を上昇させてゆくと，利潤率は最初は上昇し，次第に上昇を鈍化させ
て最大値をとり，それを転機に今度は低下してゆく価値生産物比率に接近する経路をたどっ
て継続的低下が開始される。そして利潤率低下の転換点は，価値生産物比率の低下率と剰余
価値率の上昇率が増大するほど早期に出現することをみた。逆説的ではあるが，剰余価値率
の上昇率 αの増大はモデルで算定したように利潤率低下の転換点の到来（＝t期）を早める
ことになる。剰余価値率の上昇は，利潤率の低下を阻止する要因として通常は理解されてい
る。しかし価値生産物比率が低下するとの前提のもとでの剰余価値率の上昇速度の増大は，
利潤率の上昇幅を拡大させる反面，利潤率低下の転換点の早期形成を推進する要因として機
能するのである
1)
。
2018 生産力の発展と利潤率低下の転換点の確定(高島) 113
1) 佐藤氏は，剰余価値率上昇による利潤率低下の阻止には越えることのできない特定の限界がある
とする見解（＝上限低下説）に対して次のような評価を下している。
「事実，この限界点に到達するならば，資本構成の高度化は利潤率を究極的に低下させるであろう。
0 
Ś
ǩ,Ǫ
tŚ
Tǩ
TǪ
Ś
図 1-5 α，βの増大と t期の短縮化
剰余価値率が加速度的に上昇すると仮定した非線形モデルを用いても，剰余価値率上昇の
加速度を増大させてゆけば利潤率の上昇幅の拡大と利潤率低下の転換点の早期形成がいえ
る。図 1-6 は，図 1-4 と同様の価値生産物比率の低下を前提として，時間 tの経過とともに
剰余価値率 eが e=tt t と加速度を増大させて上昇してゆくとしたつのケースに対
応する利潤率 π，π，πの推移を示したものである。剰余価値率の上昇速度が増大するに
つれて，利潤率の上昇幅が拡大 a>a>aし，利潤率低下の転換点が早期 t<t<tに形
成される関係は貫徹している。
マルクスは，生産力の発展を価値生産物比率
V+M
C
が低下し剰余価値率
M
V
が上昇して
ゆく過程と捉えており，その両者が発現すれば生産力の発展過程の進行中に利潤率低下の転
換点が形成されることになる。
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だが，……この限界点に到達するまでは，利潤率の上昇しうる可能性をけっして排除するものでは
ないし，またはじめに与えられた剰余価値率が低ければ低いほど，限界点への到達は無限の将来へ
と延期されうるであろう。事実この限界点は現実にはけっして存在しえないものである。」佐藤金
三郎（1965）「利潤率の傾向的低下の法則」『経済学辞典』岩波書店，所収，1155-56ページ。
このような発言は，剰余価値率の上昇する余地がある限り利潤率の低下は顕現しないとする理解
の表明であって，剰余価値率がもはや上昇しえない段階に到達してようやく利潤率低下阻止作用が
消滅し究極的に資本構成高度化による利潤率低下が確定すると捉えている。しかしこれは，利潤率
の上限低下のもとで剰余価値率の上昇は資本構成高度化を加速化させてゆく関係を把握することな
く，両者は独自に変動するとの前提よりなされた上限低下説に対する批判である。図 1-4-1 では
t=45期の e=27，図 1-4-2 では t=32期の e=57.6を基準にそれを上回る剰余価値率の上昇は
利潤率の低下と共存している。利潤率の上限が低下してゆくもとでの剰余価値率の上昇は資本構成
の高度化を加速させてゆくのであるから，剰余価値率の上昇は t期を境に利潤率低下の阻止要因
から促進要因に転化するのである。
ȧ3 (e= t 3 ࡢ࡜ࡁ)
ȧ2 (e= t 2 ࡢ࡜ࡁ)
ȧ1 (e= t ࡢ࡜ࡁ)
t0 
ş
ȧ
ş
ş
t3 t1t2
図 1-6 剰余価値率 eの上昇速度の増大と利潤率πの推移
(注) π1，π2，π3は，それぞれ e ＝ t，e ＝ t
2，e ＝ t3に対応する
利潤率の推移を示す。
利潤率低下の転換点の形成を資本構成と剰余価値率の観点から考察しよう。(1)より，資
本構成 qは剰余価値率 eの上昇か価値生産物比率 μの低下によって高度化されることがわ
かる。生産力の発展が剰余価値率の上昇と価値生産物比率の低下をともなうとすれば，資本
構成 qは eの上昇と μの低下の両面からの相乗効果によって生産力の発展過程で高度化を
加速させてゆき，利潤率 π=
e
1+q
の分子の eより分母の qが急速に増大してゆく結果，e
の上昇による利潤率に対する上昇圧力より qの高度化による低下圧力の方が転換点である t
期以後は優勢となり利潤率の継続的低下が維持されることになる。生産力の発展が価値生産
物比率の低下と剰余価値率の上昇をともなう限り，両者は相まって資本構成を高度化させ，
したがって生産力が発展するにつれて資本構成の高度化は加速する。利潤率の低下を帰結す
るこの論点を表 1-2 で想定したつのケースで検証する。
表 1-3 は，表 1-2 と同様の価値生産物比率 μの低下を前提として剰余価値率が同率で段
階ごとに上昇してゆくケースと，加速度的に上昇してゆくケースにおける各段階での資
本構成 q==
1+e
μ
求め，各ケースごとに e，q，πの段階数値を示したものであり，表 1-3
のケース・を図示したものが図 1-7である。
価値生産物比率の低下してゆく過程で，剰余価値率が同率で上昇するケースでは利潤率
低下の転換点は(4)段階におかれ，したがってその段階以前の剰余価値率の上昇は利潤率の
上昇と共存し，それ以後の剰余価値率の上昇は利潤率の低下と共存する。価値生産物比率が
ケースと同様に低下してゆく過程で，剰余価値率を加速度的に上昇させたケースでは，
利潤率低下の転換点は(3)段階におかれ，したがって(3)段階以前の剰余価値率の上昇は利潤
率の上昇と，それ以後の剰余価値率の上昇は利潤率の低下と共存している。
マルクスは，資本制的生産の進展につれて剰余価値率は低下する利潤率で表現されると述
べている。
「資本制的生産は，不変資本に比べての可変資本の累進的な相対的減少につれて，総資
本の有機的構成のますますの高度化を生み出すのであり，その直接の結果は，労働の搾
取度が変わらない場合には，またそれが高くなる場合でさえも，剰余価値率は，恒常的
に低下する一般的利潤率で表現される，ということである。……資本制的生産様式が進
展するうちに，一般的な剰余価値率が，低下してゆく一般的利潤率に表現されざるをえ
ないということが，資本制的生産様式の本質から一つの自明な必然性として示されてい
るのである。」（K. Ⅲ, S. 223.）
利潤率低下の転換点のおかれたケースの(4)段階，ケースの(3)段階以後の剰余価値率
が，マルクスのいう「恒常的に低下する一般的利潤率で表現される」剰余価値率に相当す
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る。
さてモデルで検出した利潤率の推移を確認しておこう。価値生産物比率低下のもとで剰余
価値率を t=0から時間の経過とともに上昇させてゆけば，初期段階（tt期）で上昇し
た利潤率は特定の段階（t期）で最大値をとり，その後（tt期）は価値生産物比率に漸
次接近してゆく形で低下してゆく。これがモデルで前提とした価値生産物比率の低下，剰余
価値率の上昇，資本構成の高度化の者が同時進行する生産力の発展過程における利潤率の
基本的変動パターンであった。
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表 1-3 μが低下してゆく過程における eと qの推移
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0
π（%）
48.68.254.50.6
・
(4)
50321(3)
00.25
2.85
1.6
4(1)
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図 1-7 eの上昇と qの高度化の加速にともなう πの推移
本間氏は，次のような(1)〜(4)の各段階で価値生産物比率
V+M
C
が低下してゆく設例
は，生産力の発展を「本来的な」形で表現しているとする。(4)段階に到れば，たとえ
V=0（剰余価値率は無限大）と仮定しても利潤率は25％以上になりえない。したがって
V+M
C
の低下は，利潤率の「上昇しうる限界」の引き下げとなる。しかしその低下してゆ
く限界内でも利潤率の上昇は可能であるから，利潤率の上限低下は利潤率そのものの低下を
証明してはいないと論じる。
(1) C＝100，V＋M＝100
(2) C＝200，V＋M＝100
(3) C＝300，V＋M＝100
(4) C＝400，V＋M＝100
「じじつ，上掲の数字列においても(1)から(4)へと進むにつれて，適当な率で剰余価
値率を上昇させるならば，Vをゼロとすることなしに，利潤率は漸次上昇しうるので
ある。つまり，以上で確定された論点は，あくまで利潤率の上昇しうる限度の累進的低
下であって，利潤率そのものの低下ということではないのである。｣
2)
そして利潤率低下の論証には「労働生産性の上昇に伴う剰余価値率の増大率にもまた一定
の制約があることをみる必要がある」として，この制約関係を労働生産性の上昇率が商品価
値に入りこむ不変資本 Cの増大率に等しいと仮定した表 1-4 を用いて説明する。
表 1-4 より，単位当り商品価値の低下率が段階的に逓減してゆくことを強調し，それは労
働力の価値低下率も段階的に小さくなることを意味するから，剰余価値率の上昇率も逓減せ
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2) 本間要一郎（1974）『競争と独占』新評論，172ページ。
表 1-4
(出所) 本間，前掲書，173ページ。
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1
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500
400
100(1)
300
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100
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C
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1
4
)1
1
2
ざるを得ないと主張する。この剰余価値率の上昇率における逓減が利潤率に如何なる影響を
与えるかを考察することで，氏は「利潤率低下傾向のあらわれる転換点」の解明に向かう。
(1)において剰余価値率
M
V
=100%であれば，資本構成
C
V
=2であり
(1)
100E
100C+50V+50M=200
となるから，利潤率
M
C+V
=33
1
3
%である。本間氏は不変資本の増大率と生産性の上昇率
（＝生産量の増大率）は等しいと仮定しているので，(1)の不変資本100Cが倍の200Cとな
れば生産量も100から200に倍増（生産性が100％上昇）し，単位当り商品価値はから 1
1
2
へと
1
4
低下することになる。したがって(1)から(2)へ移行すれば，それにともなって商品価
値，したがってまた労働力の価値も
1
4
低下し，雇用労働者数，労働日を不変とすれば価値生
産物 E=V+M は変化することなく E=100であるから，(2)では
(2) 150C =200C×
3
4
+37.5V =50V×
3
4
+62.5M
となる。(2)へ移行すれば剰余価値率は166
2
3
％に上昇するが利潤率は(1)と同じ33
1
3
％であ
る。しかし出発点におく資本構成が異なれば事情は相違するとして，(2)から(3)への移行を
みる。(2)でも剰余価値率＝100％とすれは，出発点での資本構成＝であり，
(2)
100E
200C+50V+50M=300
となり，利潤率＝20％である。(2)から(3)への移行で不変資本が 200Cから 300Cへと増大
すれば生産量もそれと同率で増大（生産性が50％上昇）すると仮定しているので，商品価値
は
1
9
だけ低下することになり，(3)では
(3) 266
2
3
C =300C×
8
9
+44
4
9
V =50V×
8
9
+55
5
9
M
となる。(3)へ移行すれば，剰余価値率＝125％，利潤率≒18％となり，出発点の(2)におけ
る20％から低下する。しかし
C
V
=2より低位な資本構成から出発すれば，同じ手続の適用
によって利潤率は上昇するという。以上の考察より本間氏は，この例では資本構成
C
V
=2
が利潤率低下傾向の顕現する転換点であり，この転換点が，剰余価値率の上昇にもかかわら
ず利潤率が上昇しえない「限界」を示しているとする。剰余価値率上昇による低下阻止作用
の「限界」とは V がどれだけゼロに近づくかではなく，その理論的基準は資本構成の側に
あり，転換点は資本構成の水準によって決定されると主張するのである。この転換点の資本
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構成は，出発点における剰余価値率や労働生産性の上昇率に応じて変化するが，それは利潤
率低下の顕現時期に影響を与えるにすぎず，利潤率低下の顕現それ自体を否定するものでは
ないと理解している。
「いうまでもなく，以上にあげた数字は，たんに例示的なものである。しかし，ここに
展開された例に即していうならば C：V=2：1という点が，利潤率低下傾向のあらわ
れる転換点をなす。この転換点がm の上昇にもかかわらず，p がけっして上昇しえ
ず，この点を超えれば累進的に低下せざるをえないという意味での〈限界〉を示してい
るのである。むろん，この転換点は出発点におけるm や労働生産性の上昇率等をかえ
れば，それに応じて上下へずれることになるであろう。しかしこのことは，利潤率低下
傾向の顕現が，より早くに行なわれるかそれともやや先へ延ばされるかということであ
って，この転換点のもつ理論的意味合いにとって本質的なことではないように思われ
る。｣
3)
さらにこの転換点を氏は，理論的のみならず歴史的意味を込めて，すなわち資本制的生産
が成立し発展してゆくにつれて社会的総資本の平均構成も高度化してゆき，転換点をなす資
本構成の水準に達すれば利潤率の低下傾向の顕現する段階へと歴史的にも移行したと捉えて
いるようである。
ではまず利潤率の上限低下は利潤率の低下を証明しえないとの不満から本間氏がそれに代
わる論点として提示した転換点の資本構成を吟味しよう。
いま不変資本の増大率＝商品生産量の増大率＝労働生産性の上昇率と仮定した氏の前提の
もとで，労働生産性の上昇率=z>1として出発点(1)と(2)の両段階を比較する。(1)での
資本構成
C
V
=q，剰余価値率
M
V
=eとし，価値生産物 Eは(1)と(2)の両段階で不変とした
場合の段階推移を表 1-5 が示す。
ここで(1)における利潤率 πは
π=
M
C+V
=
MV
CV+1
=
e
q+1
である。(2)での不変資本は(1)の Cから zCに増大し，それと同率で上昇すると仮定され
ている生産性の上昇によって商品価値は減価するので，(2)における不変資本と可変資本は
zCと V にそれぞれ減価率 dを乗じて dzC，dV となる。価値生産物 E=V 1+eから dV
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3) 本間，前掲書，175ページ。
を差し引いたものが剰余価値となるから，(2)における利潤率 πは
π=
V 1+e−dV
d zC+V 
=
1+e−d
d qz+1
である。さて本間氏の転換点とは π≧πを満たす資本構成 qをいうのであるから
e
q+1
≧
1+e−d
d qz+1
が条件となり，上式の減価率 dに
d=
zC+E
zC+E
=
qz+1+e
zq+1+e
を代入して qについて解くと，転換点の資本構成 q>0は
q≧
1+e1+ 1+4ez 
2ez
(13)
と規定される。出発点(1)での資本構成が(13)の右辺の値を上回っていれば，(1)段階と比較
して(2)段階では生産性の上昇にもかかわらず利潤率は低下することになる。本間氏のいう
転換点の資本構成は出発点における剰余価値率 eと生産性の上昇率 zによって決定される。
そこで(1)と(2)の段階比較において先の数字例で設定した e=1，z=2を代入すれば q≧2
となり，氏の主張するように出発点の資本構成がを上回れば利潤率は低下する。しかしそ
れは剰余価値率 eと生産性上昇率 zを特定した場合の資本構成であって，eと zの数値が変
化すれば転換点をなす資本構成 qも変化する。
図 1-8 は，縦軸に転換点をなす資本構成 qを，横軸に生産性の上昇率 zをとり，出発点
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表 1-5
(注) 商品価値の減価率 dは，(2)での商品価値/(1)での商品価値であり，d=
zC+Exz
C+Ex
=
zC+E
zC+E
となる。
したがって商品価値の低下率=1−d=
Ez−1
zC+E
と規定される。
zC+E
xz
C+E
x
生産量
単位当り
商品価値
C(1)
zC+E
C+E
xz
商品の
価値総額
E
E=V 1+e x
価値生産物
単位当り
商品価値の低下率
単位当り
商品価値の減価率
不変資本段階
zC(2)
Ez−1
zC+E
zC+E
zC+E
の剰余価値率 e=100%とした場合の qと zの関係を示したものである。曲線(13)は，両段
階で利潤率を不変に保つに必要な生産性上昇率 zと資本構成 qの関係を示しており，その
曲線の上方は利潤率の低下となる出発点での資本構成の領域，下方は逆に利潤率の上昇とな
るその領域である。したがって曲線(13)が氏のいう転換点の資本構成となる。図 1-8 から生
産性上昇率が増大するにつれて利潤率不変を保つ出発点での資本構成，すなわち転換点の資
本構成は低下してゆくことがわかる。同率の剰余価値率のもとでも生産性の変化に応じて転
換点の資本構成も変化するのであるから，転換点の資本構成の水準を固定化して捉えること
はできない。図 1-8 の b点（z=2，q=2）が先の氏の数字例における(1)から(2)への移行
過程の成立する位置であり，z=2のとき q=2を基準として資本構成がそれを上回れば利潤
率は低下し，逆に下回れば利潤率は上昇するという意味で q=2が転換点の資本構成といえ
る。a 点（z=1.5，q=4）は氏の先の数字例における(2)から(3)への移行過程の成立する位
置である。z=1.5のとき a 点の資本構成 q=4は転換点である a点における資本構成 q=2.4
を上回っており，したがって移行過程で利潤率は低下する。しかしもし生産性の上昇率が
z=22.5に増大すれば，転換点の資本構成は b点の q=2から c点の q=1.7に低下し，資
本構成 q=2はもはや転換点の資本構成の資格を失い，c 点の位置からわかるようにそれは
利潤率の低下を帰結する資本構成の領域に属することになる。
c 点での移行過程における利潤率の低下を数字例で確認してみよう。出発点において剰
余価値率 e=100%，資本構成 q=2とすれば
2018 生産力の発展と利潤率低下の転換点の確定(高島) 121
2 
q 
1      2      3      4      z
4 
㧔13㧕
㨎
Ś̡
Ś
㨏
㨏̡
೑Ả₸ߩૐਅ
㗔ၞ
図 1-8 生産性上昇率 zと転換点の資本構成 q
(注) 剰余価値率 e＝100％とした場合の転換点の資
本構成 qを示す。
a点（1.5，2.4），a′点（1.5，4），b点（2，2）
c点（2.5，1.7），c′点（2.5，2）
(1)
100E
100C+50V+50M=200
となり，利潤率 π≒33%である。ここで(1)から(2)への移行過程で不変資本の増大率＝生
産性の上昇率 z=2.5とすれば，価値減価率 d=
7
10
，したがって労働力商品を含む商品価値
の低下率＝30％となるから(2)では
(2) 175C =250C×
7
10
+35V =50V×
7
10
+65M
となり，剰余価値率≒186%に上昇するが利潤率 π≒31%となって(1)より低下することが
確認できる。生産性上昇率 z=2.5のとき転換率の資本構成は b点ではなく c点の q=1.7に
移動するが，出発点(1)でそれを上回る資本構成 q=2が設定されており，したがってこの
場合は移行過程で利潤率は低下するのである。
生産性の上昇率＝不変資本の増大率とする仮定を前提
4)
としても，転換点の資本構成は出
発点における剰余価値率 eおよび生産性上昇率 zの組合せによって無数に存在するのであ
るから，そのうち特定の値を転換点の資本構成として基準化することはできない。しかし本
間氏は，転換点の資本構成は eと zによって変化することを認めながらも，ある特定の生
産性上昇率（z=2）に対応する資本構成（q=2）にのみ理論的基準をもたせ，それ以外の
資本構成はすべてこの基準からのずれとして捉えている。剰余価値率と生産性上昇率が特定
されたときに確定する資本構成を転換点の資本構成であると一般化し，その他の資本構成を
転換点の単なるずれの問題として処理することは妥当な立論方法といえるであろうか。
生産力の発展にともなう利潤率の推移を課題としているので，生産性と剰余価値率がとも
に上昇してゆく過程を分析対象としており，したがってそのような動態過程では剰余価値率
と生産性上昇率によって規定される転換点の資本構成はたえず変動している。このような変
動する資本構成に転換点の基準をもたせることはできるであろうか。
資本構成が特定水準を上回れば利潤率が累進的に低下せざるをえないとする主張は，その
転換点の資本構成を規定している生産性上昇率よりも低い生産性上昇率を移行過程で想定し
た場合に限って正当化される。図 1-8 において，氏の強調する転換点である b点の資本構成
q=2は，e=1，z=2のときに確定する数値であるが，生産性上昇率が低下し z<2となる
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4) 谷野氏は，生産性の上昇率＝不変資本の増大率とする仮定自体を問題視し，その仮定をはずせば
本間氏の考えているような利潤率の低下を結論しえないと批判する。谷野勝明（1993）「利潤率の
傾向的低下法則に関する一考察」（『商学論纂』第35巻第・号）122ページ。
場合には転換点は b点から左上方に移動し，したがって転換点の資本構成は q>2となるの
で，その場合は資本構成が q=2を上回れば利潤率は低下せざるをえないとの主張は成立す
る。これは結局，出発点での生産性上昇率を基準に，それより生産性上昇率が減少してゆく
と想定した場合に成立する主張なのであって，逆に生産性上昇率が増大してゆくと想定すれ
ば転換点は右下方に移動し，したがって転換点の資本構成は低下してゆくので q=2を下回
る資本構成であっても利潤率の低下する可能性が高まることになる。
図 1-8 は，生産性上昇率が増大すれば転換点の資本構成は低下することを示しており，こ
れは低位な資本構成であっても生産性上昇率の増大によってそれが利潤率の低下領域に属す
る可能性を増大させてゆくことを意味している。生産力が発展し社会的総資本の平均構成が
高度化してゆきある程度の高さに達すれば利潤率の低下傾向が顕現するとの想定が氏の歴史
認識であるが，そのような想定が現実化するためには，剰余価値率の影響を除けば生産性上
昇率のたえず減少してゆく社会が出現しなければならず，生産性上昇率の増大してゆく社会
ではそのような想定は修正を迫られるのである。
では次に利潤率の上限と利潤率を分離し，両者は独立して変動すると考える見解を検討し
よう。本間氏は利潤率の上限が低下しても，剰余価値率を上昇させてゆけば利潤率は上昇し
うるのであるから，利潤率の上限低下は利潤率そのものの低下ではないと断言する
5)
。
いま利潤率の上限である価値生産物比率 μ=
V+M
C
が低下してゆく過程で，利潤率が
漸次上昇すると仮定してみよう。図 1-9は，氏の例示したように(1)〜(4)段階で価値生産物
比率 μは低下するが，利潤率 πは上昇するとした場合の μと πの推移を図示したものであ
る。利潤率に上昇推移を与えるために，利潤率 πは(1)でＡ点（＝21％），(2)でＢ点（＝
22％），(3)でＣ点（＝23％），(4)でＤ点（＝24％）に位置すると仮定した。図 1-9の各段階
における利潤率を実現するために必要な剰余価値率 eと資本構成 qの数値を算定したものが
表 1-6 である。各段階での価値生産物比率 μと利潤率 πを与件とすれば，その与件に適合
する eと qが決定される。表 1-6 の各段階における eと πの数値が氏の「適当な率で剰余
価値率を上昇させるならば利潤率は漸次上昇しうる」という実例を示している。しかしそれ
は(4)段階まで利潤率に上昇推移を与えるために，各段階での利潤率を25％以下の水準（図
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5) 最大利潤率の低下は現実の利潤率の低下を意味しないとする同様の見解は，以下でも主張されて
いる。
Stamatis, G. (1972), ”Zum Marxschen Gesetz vom tendenziellen Fall der allgemeinen Prafitrate“,
Mehrwert, Nr. 1, S. 108-109.
Van Paris, P. (1980), “The Falling-Rate-of-Profit Theory of Crisis”,The Review of Radical Political
Economics, vol. 12, no. 1, p. 5.
Harris, D. J. (1983),“Accumulation of Capital and the Rate of Profit in Marxian Theory”, Cambridge
Journal of Economics, p. 314.
1-9の点線より下の範囲）に設定した場合の剰余価値率であって，各段階で利潤率が25％以
上に上昇してはならないとの制約が加えられた剰余価値率であることに留意すべきである。
表 1-6 には各段階で25％の利潤率を維持するに必要な剰余価値率 eの数値も算出してあ
り，剰余価値率が eより上昇すれば利潤率は図 1-9の点線で示されている25％のラインを
超えて上昇することになり，それでは(1)〜(4)段階における利潤率の漸次的上昇は不可能と
なるから，表 1-6 の eは剰余価値率が各段階で eより上昇しえないとの制限された範囲内
で算定された数値であった。剰余価値率の上昇に課せられているこのような制限 e<eを
外した剰余価値率 e>eとそれに対応する利潤率 π =
e
1+e
μ
+1
を想定し，例えば μ=1と
仮定している(1)段階で剰余価値率 eが e=
2
3
を上回り e>2となれば利潤率 π>
1
2
とな
り，その(1)段階で達成可能な利潤率の最小値 =
1
2
は低下してゆく(2)段階以後の利潤率
の上限 μを上回っているのであるから，(1)段階に利潤率のピークがおかれ，それ以後(2)
〜(4)段階での利潤率の低下は自明である。あるいは μ=
1
2
と仮定している(2)段階で剰余
価値率 eが e=1.5を超えて上昇し e>3となれば，(2)段階で達成可能な利潤率の最小値
=
1
3
は(3)段階以後の利潤率の上限 μを上回ることになり，(2)段階と比較してそれ以後
(3)〜(4)段階での利潤率の低下は不回避となる。
同様に，利潤率の低下段階を資本構成によって規定することもできる。(1)段階で資本構
成 q>3となればその(1)段階で達成可能な利潤率 π =
qμ−1
q+1
の最小値 =
1
2
は低下してゆ
く(2)段階以後の上限 μを上回り，したがって(1)段階に利潤率のピークがおかれ，それ以
後(2)〜(4)段階での利潤率の低下は自明である。あるいは(2)段階で資本構成 q>8となれ
ば(2)段階での利潤率の最小値 =
1
3
はそれ以後(3)〜(4)段階での利潤率の上限 μを上回る
のであるから，(2)段階と比較してそれ以後の利潤率の低下は不回避となる。
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表 1-6
（注） e＝
π(1+μ)
μ−π
，q ＝
1+π
μ−π
となるから，各段階でμ，πの数値
を代入して e，qを算定。
∞
q
12430240.25（
1
4
）(4)
411.92.97230.3
・
（
1
3
）(3)
0.6
・
1(1)
1.18
0.53
4.36
e
22
21 1.53
π(％)
π＝25％とする
e
＊μ＝πmax段階
0.5（
1
2
）(2) 1.5
0.5 
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図 1-9
利潤率の上限低下を前提とした場合の剰余価値率の上昇および資本構成の高度化による利
潤率の低下段階の一般規定は次のようになる。
いま n段階での剰余価値率と価値生産物比率をそれぞれ e，μ，n+1段階での価値生産
物比率を μとすれば，利潤率の上限である μが段階的に低下してゆき μ>μとなる連
続した過程において
e>
μ1+μ
μ−μ
(14)
であれば，n段階での利潤率 π>μとなるから，n段階の利潤率は n+1段階以後の利潤
率の上限を上回り，したがってそれ以後の利潤率の低下を論定することができる
6)
。n段階
での剰余価値率が(14)の右辺の値より上昇すれば，それが n+1段階以後の利潤率低下の論
拠となるのである。本間氏は，剰余価値率上昇の制限された範囲内 e<eでのみ成立しう
る上限低下と利潤率上昇なる現象を捉え，その現象を一般化して利潤率の上限低下と利潤率
の低下の関連を否定しているのであって，剰余価値率の上昇範囲の制限を外し剰余価値率が
n段階で(14)のように上昇すれば，それ以後の利潤率の低下は不回避である。この関係を資
本構成の観点から規定すれば，n段階での資本構成 qが
q>
1+μ
μ−μ
(15)
となれば，n段階での利潤率 π>μとなるから，n段階以後の利潤率の低下は論定可能と
なる
7)
。(14)，(15)から，n段階での μと比較した μの急速な低下が，n段階以後の利
潤率の低下を惹起させる剰余価値率 eと資本構成 qの水準を引下げる機能を果たすことが
わかる。
以上，利潤率の上限が低下してゆく過程において，n段階での剰余価値率が(14)のように
上昇するか，あるいは資本構成が(15)のように高度化すれば，それ以後の利潤率の低下は論
定可能となる。逆説的ではあるが，ここでもまた剰余価値率の低下ではなく上昇が利潤率の
低下傾向を発現させることになり，それはまた同時に資本構成の急速な高度化をともなって
発現する。資本構成が特定の水準を上回れば利潤率の低下傾向が現われるとの本間氏の論法
は，利潤率と利潤率の上限との関係を断ち切るのではなく上限低下を前提とすることで生か
2018 生産力の発展と利潤率低下の転換点の確定(高島) 125
6) n段階での利潤率 π=
e
1+e
μ +1
と規定でき，ここから π<μを満たす eを求めれば(14)を得
る。
7) n段階での利潤率 π=
e
q+1
である。ここで q=
1+e
μ
より e=qμ−1であるから π=
qμ−1
q+1
と変形できる。ここから π<μを満たす qを求めれば(15)を得る。
されるのである。
これまで資本構成の高度化と比較して剰余価値率の上昇には制限があるとの立論構成によ
って利潤率の低下法則を論証しようとする多くの試みがなされてきた。しかし利潤率の上限
が低下するもとでは，剰余価値率の上昇は資本構成のより急速な高度化を促進するのであっ
て，この関係が剰余価値率の低下ではなく上昇によってその後の利潤率の低下は惹起される
との逆説を生むことになる。
置塩氏は，利潤率の上限となる
V+M
C
が十分に低下するという前提を認める限り，利潤
率
M
C+V
も傾向的に低下する以外にはないとして，その関係を図 1-10 によって示してい
る。
「マルクスの考えによれば時間がたつと
V+M
C
0だからこの上限は時間の減少関数で
ある。それゆえ，剰余価値率がいかに上昇したとしても利潤率は時間とともに減少する
この上限を超えることはできない。かくして利潤率は上昇したり下落したりしながらも
傾向的には図に示すように下落する以外にはない。｣
8)
図 1-10 は，利潤率の上限が低下してゆくならば，利潤率は上昇・低下を繰り返しながら
も究極的には低下せざるをえない関係を示すものとして広く利用され普及している。しかし
問題は，利潤率の上限が低下してゆく生産力の発展過程で利潤率の推移を図 1-10 のように
上昇・低下運動として描くことは可能であろうか。あるいは利潤率の上限の範囲内であれば
利潤率は何の制約もなく自由な運動を許されるとする想定は，生産力の発展過程におかれた
利潤率の推移として成立するであろうか。換言すれば，利潤率の上限低下，剰余価値率上
昇，資本構成高度化を随伴する生産力の発展過程で，利潤率の推移を上昇・低下の周期的形
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8) 置塩信雄（1987）『マルクス経済学Ⅱ』筑摩書房，185ページ。
V＋M
C
M
C＋V
図 1-10
(出所) 置塩『マルクス経済学Ⅱ』185ページ。
態として描くことの理論的妥当性が問われるのである。そこで価値生産物比率μ（＝利潤率
の上限 π）の低下するもとで(1)〜(5)段階での利潤率が上昇・低下の運動形態をとるよ
うに各段階での数値を仮定してそれを図示したものが図 1-11 である。はたして生産力の発
展にともなう利潤率として，そのような推移を想定することは妥当であろうか。利潤率 π
は(1)でＡ点（＝0.8），(2)でＢ点（＝1.5），(3)でＣ点（＝0.5），(4)でＤ点（＝0.6），(5)
でＥ点（＝0.2）に位置すると仮定して利潤率に上昇・低下の推移を与えた場合，それを実
現するに必要な各段階での剰余価値率 e=
π+πμ
μ−π
と資本構成 q=
1+π
μ−π
の数値を算定し
たものが表 1-7である。
図 1-12 は，図 1-11 における(1)〜(5)段階での利潤率Ａ〜Ｅを成立させるために必要な表
1-7にある各段階での剰余価値率 eと資本構成 qの推移を図示したものである。価値生産物
比率が低下するもとで利潤率に上昇・低下の推移を与えるためには，図 1-12 のように剰余
価値率と資本構成も同時に上昇・低下の推移をもたなければならない。しかしわれわれは生
産力の発展過程における利潤率を問題としているのであり，その生産力の発展過程には価値
生産物比率の低下，剰余価値率の上昇，資本構成の高度化が同時進行するとの理論的前提が
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おかれている。したがって生産力の発展過程における利潤率とは剰余価値率の上昇と資本構
成の高度化の両者をともなわなければならないのであって，剰余価値率の上昇と資本構成の
高度化をともなわない段階での利潤率を生産力の発展段階におかれた利潤率として理論的に
認定することはできない。(3)段階と(5)段階では利潤率の低下に対応するように剰余価値
率，資本構成ともに前段階より低下しており，この段階での利潤率は生産力の発展段階にあ
る利潤率とはいえないのである。したがって図 1-10 のように利潤率の上限が低下してゆく
もとで利潤率を上昇・低下の運動として描くことは，生産力の発展過程における利潤率の推
移として理論的妥当性を欠くことになる。上限の範囲内であれば利潤率の運動は何ら制約さ
れないと想定することは，生産力の発展にともなう利潤率を問題とする限り妥当ではない。
利潤率の上限と利潤率を分離して両者は独自に変動するとの思考が，図 1-9のような上限
低下にもかかわらず利潤率は上昇する，あるいは図 1-10 のような上限低下のもとで利潤率
は上昇・低下の運動を繰り返す図案を創出するのである。しかし資本構成と剰余価値率がと
もに制約されずに上昇してゆくと想定した生産力の発展過程における利潤率は，先のモデル
で検出したように上昇から低下への転換点を通過した後，低下してゆく上限との幅を縮小さ
せながら継続的に低下する。これが理論的に導出された生産力の発展をともなう利潤率の推
移となる。
スウィージーは，生産力の発展は資本構成の高度化と剰余価値率の上昇をともない，資本
構成の高度化は利潤率を低下方向に，剰余価値率の上昇は逆に上昇方向に誘導作用するが，
どちらが強力に作用するかは理論的に断定できず，したがって利潤率の変動方向は確定でき
ないとしてマルクスの利潤率の低下法則を批判した
9)
。これに対して置塩氏は，資本構成と
剰余価値率は互いに独立であると考えるスウィージーに代表される見解
10)
は，剰余価値率の
上昇が資本構成を高度化させる関係を見落しており誤りであると主張する
11)
。
置塩氏の功績は，
C
V
を
C
N
=
C
V+M
と
M
V
に分解して，ここから剰余価値率
M
V
が上
昇すれば資本構成
C
V
は高度化される関係の存在を明示したことである。
「マルクスの記号を用いると平均利潤率 r は，r=MC+V =MV CV+1であ
る。……利潤率 r の上記の定義率をみていると，搾取率が大となれば（それは極限と
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9) Sweezy, P. (1942), The Theory of Capitalist Development, p.102. 都留重人訳（1967）『資本主義発
展の理論』新評論，124-125ページ。
10) 日高氏は，利潤率の低下法則は資本構成高度化のみを重視し，回転期間の短縮や剰余価値率の上
昇を不当に軽視して説かれているとみる。そして氏は低下法則を否定し，経済原論の内容からそれ
を放逐している。日高普（1974）『経済原論』時潮社，151ページ。
11) 置塩，前掲『マルクス経済学Ⅱ』165ページ。
しては無限大にもなりうる）分子が増大して，利潤率もまた，いくらでも上昇するよう
にみえる。だが，そうではない。実は，搾取率が増大すると，分母にある有機的構成
C
V
もまた上昇する。｣
12)
しかし氏は，剰余価値率の上昇が資本構成を高度化させることをスウィージー批判の際の
論拠として指摘しておきながら，マルクスのいう資本構成（＝有機的構成）
C
V
の高度化は
搾取率
M
V
の上昇によるものではなく
C
N
の上昇に起因すると理解すべきであり，それは次
の資本の有機的構成の定義からして明らかであるという。
「資本の構成は二重の意味に解されなければならない。価値の面から見れば，この構成
は，資本が不変資本すなわち生産手段の価値と，可変資本すなわち労働力の価値，労賃
の総額とに分割される比率によって規定される。生産過程で機能している素材の面から
見れば，どの資本も生産手段と生きた労働力とに分かれるのであり，この場合の資本の
構成は，一方で使用される生産手段の総量と，他方ではその使用に必要な労働量との比
率によって規定される。私は，第一の資本の構成を資本の価値構成と名づけ，第二のそ
れを資本の技術的構成と名づける。この両者のあいだには緊密な相互関連がある。この
関連を表現するために，私は，資本の技術的構成によって規定され技術的構成の変化を
反映する限りでの資本の価値構成を資本の有機的構成と名づける。簡単に資本構成とい
う場合には，つねに資本の有機的構成と解すべきである。」（K. Ⅰ, S. 640.）
上記の「技術的構成によって規定されその変化を反映する限りでの資本の価値構成を資本
の有機的構成と名づける」との限定条件を付した定義から判断して，マルクスのいう資本の
有機的構成の高度化は階級関係を示す搾取率
M
V
の上昇によるものではなく生産過程の状態
を示す
C
N
の上昇による
C
V
の増大であると解釈した
13)
。はたしてそのような限定条件か
ら，マルクスが剰余価値率上昇による資本構成高度化を否定していると解釈すべきであろう
か検討しよう。
．資本の技術的構成と価値構成
それではまず資本の技術的構成と価値構成および有機的構成の関連を明確にし，技術的構
成の高度化を起点として生産性が上昇し，それが価値構成に反映されて有機的構成高度化が
2018 生産力の発展と利潤率低下の転換点の確定(高島) 129
12) 置塩信雄（1980）『現代資本主義分析の課題』岩波書店，47-48ページ。
13) 置塩信雄（1976）『蓄積論』筑摩書房，267-268ページ。
実現される過程を考察する。技術的構成 f は，使用価値単位で生産手段量 Pmと充用労働
量 N の比率であり f=
Pm
N
となる。技術的構成
Pm
N
に価値単位で対応するものは不変資
本 Cと価値生産物 N =V+M の比率
C
N
であるが，資本の価値構成は不変資本 Cと可変
資本 V の比率と定義されており
C
V
となる。いま生産財と消費財の単位価値をそれぞれ
w，wとすれば不変資本 C=wPmであり，単位労働量当り実質賃金（実質賃金率）を R
とすると可変資本 V=wRN である。したがって価値構成 q=
C
V
は
q=
wPm
wRN
=f⋅
w
wR
(16)
なり，資本の価値構成 qは技術的構成 f，生産財と消費財の相対価値
w
w
，実質賃金率 Rに
分解できる。技術的構成が高度化してもそれ以上に相対価値が低下するか実質賃金率が上昇
すれば価値構成は高度化しない。実質賃金率一定のもとで技術的構成 f の高度化が価値構
成 qの高度化となって反映されるためには相対価値
w
w
が上昇するか，あるいは低下しても
f の高度化率より
w
w
の低下率が小さい場合に限られる。
マルクスは，価値構成の高度化率は技術的構成のそれに遅れて進行するとの歴史認識をも
つ。
「とはいえ，不変資本部分に比べての可変資本部分の減少，または資本価値の構成のこ
の変化は，資本の素材的構成部分の構成における変動をただ近似的に示すだけである。
たとえば，18世紀のはじめには，紡績業に投下された資本価値のうち
1
2
が不変部分で，
1
2
が可変部分であったのに，今日ではその
7
8
が不変部分で
1
8
が可変部分であるとす
れば，それに反して，一定分量の紡績労働が今日生産的に消費する原料，労働諸手段な
どの総量は，18世紀のはじめよりも何百倍も大きい。その理由は簡単である。すなわち
労働の生産性が増大するにともない，労働により消費される生産諸手段の量が増加する
だけでなく，その量に比べてその価値が低下するからである。すなわち生産諸手段の価
値は絶対的には増大するが，しかしその量に比例しては増大しない。」（K. Ⅰ, S. 651.）
上記の引用文では18世紀と今日（19世紀）の紡績業の投下資本を比較して，資本の価値構
成は→+へと+倍上昇したのに対して技術的構成は何百倍にも上昇したと指摘している。
「何百倍」は技術的構成の急速な高度化を強調せんがための誇張表現であると思われるが，
その主旨は，技術的構成高度化は生産性上昇による生産財の価値低下によって減速されて価
値構成の高度化に反映されるとの主張であろう。
このような主張は，マルクスがしばしば理論展開で仮定しているように実質賃金率を一定
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とすれば相対価値が低下し，その低下率は技術的構成の高度化率より小であるとの事実関係
を背景として成立する。そして生産性上昇による商品の単位価値低下のもとで生産財と消費
財の相対価値
w
w
が低下してゆくとは，生産財の消費財に対する価値低下率が大，すなわち
生産財の生産性が消費財のそれを上回って上昇するとの前提がおかれていることになる。
ではマルクスが示したような価値構成
C
V
は+倍に，技術的構成 f =
Pm
N
は100倍に上
昇する理論モデルを作成し，生産財と消費財の生産性上昇率の比較を試みよう。技術的構成
f=5となる生産力の発展水準を想定し，生産手段量 Pm=500，充用労働量 N=100とす
る。生産財と消費財の単位価値をそれぞれ w=
1
10
，w=
1
5
，実質賃金率 R=
5
2
と仮定すれ
ば，C=wPm=50，V=wRN=50，M=N−V=N 1−wR=50となり，資本の価値構
成
C
V
=1，剰余価値率
M
V
=100%，利潤率
M
C+V
=50%の価値表式(A)が得られる。
(A)
100N
50C+50V+50M=150
商品の単位価値 wの低下を生産性上昇の指標とすれば，生産性は
1
w
で測定され，この(A)
段階は生産財の生産性
1
w
=10，消費財の生産性
1
w
=5となり，相対価値
w
w
=
1
2
である。
次に技術的構成が100倍上昇し f=500となった段階（Pm=50,000，N=100）で価値構成
が+倍上昇する場合を想定してみよう。急速な技術的構成高度化にもとづく生産性上昇によ
って，この段階では以前の(A)段階と比較して生産財と消費財の単位価値が低下し
w=
7
2000
，w=
1
10
となり，実質賃金率 R=
5
2
に変化なければ価値構成=7，剰余価値率
＝300％，利潤率＝37.5％となる次のような価値表式(B)が導出される。
(B)
100N
175C+25V+75M=275
この(B)段階は生産財の生産性
1
w
=286，消費財の生産性
1
w
=10となり，相対価値
w
w
=
7
200
である。(A)と(B)の段階比較において，技術的構成は,→ 500へと100倍上昇し，
価値構成は→+へと+倍の上昇に減速されている。その理由は，生産財の生産性が10→
286へと28.6倍上昇するのに対して消費財の生産性は,→ 10へと倍の上昇にすぎず，した
がって相対価値が
1
2

7
200
へと低下したことによる。このような理論モデルから，実質賃
金率一定であれば技術的構成の高度化率が相対価値の低下率を上回ることで価値構成は減速
されながらも技術的構成の変化を反映することが確認できる。さらに相対価値の低下は生産
財の生産性が消費財のそれを上回って上昇することによって実現されることもモデルにおけ
る生産財と消費財の生産性上昇率の数値比較から検証した。実質賃金率一定とすれば，技術
的構成の高度化が価値構成の減速的上昇となって反映されるためには，生産財の生産性が消
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費財のそれを上回って上昇する必要があり，しかもその結果生じる生産財と消費財の相対価
値の低下率を技術的構成の高度化率が上回るとの前提が要請されるのである。
マルクスは，技術的構成の変化を反映する限りでの価値構成を有機的構成と名づけてお
り，したがって有機的構成の高度化は，技術的構成の高度化率が生産財と消費財の相対価値
の低下率を上回れば発現することになる。
堀江氏は，マルクスの「有機的構成とは，その上昇率が技術的構成のそれよりゆるやかで
あるとの限定条件を付けられた価値構成のことである｣
14)
とする。そして次のような生産力
の発展水準の異なる(1)と(2)の表式比較より，実質賃金率一定なら技術的構成と価値構成の
高度化率は等しく，実質賃金率が低下する場合には技術的構成の高度化率を価値構成のそれ
が上回ることになるので，いずれの場合もマルクスの有機的構成の高度化とは異なる事態が
生じると批判した。
氏の(1)から(2)への移行を技術的構成 f =
Pm
N
，生産財と消費財の単位価値 w，w，実
質賃金率 Rを用いて，それぞれに数値を代入して解説すると次のようになる。(1)は
Pm=100，N=200，w=w=1，R=
1
2
を前提とすることで成立する。したがって技術
的構成 f=
1
2
，価値構成 q=1となる。(2)は Pm=10,000，N=200となり，技術的構成 fが
(1)での
1
2
 50へと100倍上昇する段階であり，それにもとづく生産性上昇によって生産財
と消費財の単位価値がともに
1
25
に低下すると仮定している。(2b)は実質賃金率が(1)と同
様に R=
1
2
を保つ場合，(2c)は実質賃金率 R=
1
4
に低下する場合である。(1)と比較して実
質賃金率不変の(2b)では技術的構成と価値構成の高度化率はともに等しく100倍の上昇を示
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14) 堀江忠男（1981）『《資本論》と資本主義の運命』学文社，113ページ。
生産財と消費財
の単位価値
R=
1
4
w1＝ w2＝
1
25
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1
2
1
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w1＝ w2＝
1
25
100
1 w1＝ w2＝1
価値構成
(
C
V
)
実質賃金率
技術的構成
(
P
N
)
50(2b) R=
1
2
(1)
200N
100C+100V+100M=300
(2b)
200N
400C+ 4 V+196M=600
(2c)
200N
400C+ 2 V+198M=600
(出所) 堀江『マルクス経済学入門』31ページ。
し，実質賃金率の低下する(2c)では技術的構成の100倍に対して価値構成は200倍上昇してお
り，これはその上昇率が技術的構成のそれより小である価値構成＝有機的構成とするマルク
スの「有機的構成の高度化という法則の崩壊」を意味すると主張した。
「ここで注意してほしいのは，2bおよび2c式が，マルクスの資本の有機的構成の高度
化という法則を打ちこわしてしまっていることだ。……そして技術的構成の高度化率に
くらべて，有機的構成の高度化率はおくれる（あるいは，より小である）というのが話
の核心であって，そこから失業，貧困，過剰生産，利潤率低下などが系統的に説明され
ていくのだ。ところが2b式をみれば，生産性の上昇率（技術的構成の高度化率）と
C
V
（有機的構成）の高度化率とは，ちょうど等しくなっているし，2c式の場合には，有機
的構成の高度化率のほうが，技術的構成の高度化率より大きいのである。つまり，就業
労働者の実質賃金一定という理論的前提を守ろうとすれば，資本の有機的構成の高度化
率は技術的構成の高度化率より小であるという原則が破れてしまう。この原則を守ろう
とすれば，労働者の実質賃金が物価下落に反比例して上昇するという，マルクスの意図
に反した事態に直面せざるをえないのである。｣
15)
しかしこの主張は，生産性上昇による生産財と消費財の単位価値の低下率を等しいと仮定
した場合にのみ妥当する。生産財と消費財の生産性上昇率の相違を捨象して両財の単位価値
の低下率を等しいとすれば(16)のように f，
w
w
，Rの要因で決定される価値構成におい
て，相対価値
w
w
の値は各段階で変化せず，したがってその場合には実質賃金率一定なら価
値構成と技術的構成の変化率は等しく，実質賃金率が低下するなら価値構成は技術的構成の
高度化率を上回って高度化される。
堀江氏は，より単純化して各段階で生産財と消費財の単位価値を等値し w=
w=1 
1
25
と仮定しており，これは事実上，生産財と消費財を区別せずに一括処理する
財モデルを採用していることになる。単一財でモデルを設計すれば，生産財と消費財の単
位価値の相違は存在せず商品の単位価値は一括して w=w=wで表示することが可能で
あるから，その場合は相対価値
w
w
=1として処理され，したがって
q=f⋅
1
R
(17)
となり，相対価値は決定要因から外され，価値構成 qは技術的構成 f と実質賃金率 Rの
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15) 堀江忠男（1962）『マルクス経済学入門』日本評論新社，32ページ。
要因に依存する。(17)より価値構成は技術的構成に比例し，実質賃金率に反比例することが
わかる。実質賃金率一定であれば，技術的構成高度化に比例して価値構成も高度化する。実
質賃金率の低下が加われば技術的構成高度化を上回って価値構成は高度化される。しかしこ
のような事態は，生産財と消費財の生産性上昇率，したがってまた両財の単位価値の低下率
を同等と捉えた場合の単純化した仮定のもとでのみ成立するのであって，生産財と消費財の
財モデルを用いて，両財の生産性上昇率に格差が生じる場合にはもはや成立しないのであ
る。堀江氏は財モデルでのみ妥当する(17)が示す命題を根拠にマルクスの理論体系を批判
するが，財モデルでは実質賃金率不変であっても生産財と消費財の生産性上昇率の相違に
よる相対価値
w
w
の低下によって技術的構成の高度化は価値構成のそれを上回ることが可能
となる。さらにまた実質賃金率が低下しても特定の範囲内であれば技術的構成の高度化率は
価値構成のそれを上回ることが可能である。
価値構成 q=
C
V
は，(16)より技術的構成 f，相対価値
w
w
，実質賃金率の逆数
1
R
の積
であるから，いま出発段階(A)での q，f と比較して(B)段階で価値構成と技術的構成の高
度化率がそれぞれm，n>1になると想定すれば，その段階でも(16)と同様に次の関係が
成立しているはずである。
m⋅q=n⋅f⋅
w
w
⋅
1
R
ここで，mq，nf，
w
w
，Rはそれぞれ(B)段階での価値構成，技術的構成，相対価値，実質
賃金率を示す。上式を変形すると
R=
n
m
⋅
f
q
⋅
w
w
となる。そこで(B)段階において技術的構成の高度化率が価値構成のそれを上回るとすれば
m<n（あるいは
n
m
>1）であるから，(B)段階での実質賃金率 Rは
R>
f
q
⋅
w
w
(18)
でなければならない。すなわち(B)段階での実質賃金率 Rが出発段階(A)で確定する
f
q
と
(B)段階における相対価値
w
w
の積より大でなければ技術的構成の高度化率は価値構成のそ
れを上回る m<nことはできない。出発段階での f，qしたがって
f
q
を与件とすれば，
m<nを可能とする実質賃金率 Rの下限は，(B)段階における相対価値に比例して変化す
る。相対価値の値が小となれば，技術的構成高度化率 n>価値構成高度化率mと共存する
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実質賃金率は低下することが可能となる。相対価値の低下は，生産財の生産性が消費財のそ
れを上回って上昇することによってもたらされるから，結局，消費財に対する生産財の生産
性上昇率の格差拡大が n>mを許容する実質賃金率の範囲を低下方向に広げるのである。
先のマルクスの設例における(A)と(B)の段階比較で，出発段階(A)は技術的構成 f=5，
価値構成 q=1であり，(B)では生産財と消費財の生産性上昇率格差によって相対価値
w
w
=
1
2

7
200
へと低下すると想定したために，実質賃金率を不変 R=
5
2
とした場合は
技術的構成の100倍の上昇が価値構成では7倍の上昇に減速されることをみた。両財の生産性
上昇率格差によって(B)段階でその設例のように相対価値が低下するとした場合，技術的構
成の高度化率が価値構成のそれを上回ることを可能とする実質賃金率 Rの下限を求めれば，
(18)の右辺に
f
q
=5，
w
w
=
7
200
を代入して R>
7
40
=0.175を得る。出発段階(A)で実質賃
金率 R=
5
2
=2.5と仮定していたので，(B)段階において価値構成を上回る技術的構成の高
度化を保持するには実質賃金率 R=2.50.175までの低下が許容される。実質賃金率がそれ
を超えて低下すれば技術的構成と価値構成の高度化率の大小関係は逆転 m>nする。した
がってその上昇率が技術的構成のそれより小である価値構成を資本の有機的構成としても，
その有機的構成の高度化は，実質賃金率不変の場合はもちろん，あるいは低下する場合でも
ある範囲内であれば，生産財と消費財の相対価値の低下によって実現するのである。しかし
財モデルで考察すれば，生産財と消費財の単位価値の区別はなくともに w=w=wと
仮定されているので，各段階で相対価値
w
w
=1となり，その場合は技術的構成の高度化率
が価値構成のそれを上回るために必要な(B)段階での実質賃金率 Rは(18)の右辺にある
w
w
=1と仮定して R>
f
q
でなければならない。f=
Pm
N
，q=
C
V
であり，財モデルでは
C=wPm，V=wRN と規定されるが，財モデルでは w=w=wであるから
f
q
=
Pm
N
⋅
V
C
=
Pm⋅wRN
N⋅wPm
=R
となり，財モデルでの
f
q
は出発段階(A)における実質賃金率 Rと同値である。したがっ
て財モデルで考察した場合，技術的構成高度化率 n>価値構成高度化率mを満たす実質
賃金率の範囲を示す R>
f
q
とは，(B)段階での実質賃金率が出発段階(A)の実質賃金率
R=
f
q
の値より低下してはならないことになる。出発段階より実質賃金率が上昇しなけれ
ば，技術的構成は価値構成より急速に高度化することはできない。しかしこの結論は，生産
財と消費財の生産性上昇率を等しいと仮定した特殊な想定でのみ成立する。両財の生産性上
昇率格差，したがってまた生産財と消費財の相対価値
w
w
の低下を想定すればm<nと共存
する実質賃金率は出発段階よりも低下することが可能である。ここでもまた堀江氏は，生産
財と消費財の生産性上昇率の格差，あるいは両財の単位価値低下率の相違を考慮することな
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く，財モデルでのみ妥当する命題を根拠に，実質賃金率の低下は有機的構成の高度化を否
定すると結論づけていることになる。
置塩氏は，価値構成 q=
C
V
の規定関係を示す(16)の右辺を事実上，fwと
1
wR
に分断
して考察している。
C
V
=f⋅
w
wR
=fw⋅
1
wR
ここで fw=
wPm
N
=
C
N
となり，剰余価値率 e=
M
V
は
e=
N 1−wR
wRN
=
1
wR
−1
であるから，
1
wR
=1+eとなり，したがって
C
V
は
C
N
と 1+eの要因の積によって規定
されることを示した。
C
V
=
C
N
1+e (19)
C
N
は，対象化された労働／生きた労働の比率であるから，利潤率の上限
V+M
C
の逆数と
なり，eは剰余価値率である。そこで氏は，
C
V
の増大は
C
N
と eのいずれの上昇によるも
のかを区別する必要があるとして，階級関係を示す eではなく，生産過程の状態を示す
C
N
の上昇による
C
V
の増大が有機的構成の高度化であると解釈し，そのような解釈の正当性
を，資本の有機的構成の定義における「技術的構成によって規定されその変化を反映する限
りで」というマルクスの付した限定条件に求める。では技術的構成の変化を「反映する
（Widerspiegeln）」限りでの価値構成＝有機的構成としたマルクスの定義を，これまでの分
析結果を踏まえて検討しよう。
マルクスは，生産力の発展過程で技術的構成は高度化し，それによって単位労働時間当り
の商品生産量の増大（＝労働生産性の上昇）が可能となり，生産財，消費財の単位価値はと
もに低下してゆき，それは一方で生産手段量に対する不変資本価値量の比率を低下させ，他
方で実質賃金率不変なら剰余価値率を上昇させるとの基本認識をもつ。さらに生産力の発展
過程で死んだ労働 C/生きた労働 N の比率は上昇してゆくと想定している。
C
N
は技術的構
成 f と生産財の単位価値 wの積 fwであるから，生産力の発展過程における
C
N
の上昇
とは，技術的構成の高度化が生産財の単位価値の低下よりも急速に進行することを意味す
る。したがって
C
N
の上昇，あるいは利潤率の上限低下によってマルクスは技術的構成の高
度化率が生産財の生産性上昇率を上回ると仮定していたことになる。
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表 2-1 は，(16)の関係式を考慮に入れて，価値構成 qの上昇・低下に寄与する変動要因
を整理して示したものである。価値構成 qの高度化に寄与する変動要因は，技術的構成の
高度化，生産財の単位価値の上昇，消費財の単位価値の低下，実質賃金率の低下であり，各
要因の反対方向への変動は qの低下に寄与することになる。
いま実質賃金率 Rを不変とすれば，生産力の発展，すなわち生産性の上昇は f の上昇，
wと wの低下をともなうと考えられるので，生産力の発展過程において技術的構成の高度
化と消費財の単位価値の低下は価値構成の高度化を促進し，生産財の単位価値の低下が高度
化を阻止する要因として作用する。技術的構成 f の高度化，生産性上昇による生産財と消
費財の単位価値 w，wの低下，実質賃金率 R不変を理論的前提としても，wの急速な低
下が f の上昇と wの低下による qの上昇を相殺できれば価値構成は高度化しない。しかし
マルクスの
C
N
の上昇規定は，そのような可能性を排除している。
C
N
=fwの上昇とは，
技術的構成 f の高度化率が生産財の単位価値 wの低下率したがってまた生産財生産性
1
w
の上昇率を上回るとの仮定を内蔵しており，それによって技術的構成高度化は生産財の単位
価値低下によって割引かれた形ではあるが価値構成の高度化を実現し，これに消費財の単位
価値低下による価値構成の高度化促進作用が加わるので，マルクスの理論体系において技術
的構成高度化は価値構成の高度化と直結している。生産財の生産性上昇による価値構成高度
化阻止作用を技術的構成の高度化が完全に無効とすることで
C
N
の上昇が達成されるのであ
るから，生産力の発展過程において実質賃金率に変化なければ技術的構成の高度化は必ず価
値構成の高度化に反映されるとの立論構成がとられているのである。
マルクスは技術的構成と価値構成の間に「緊密な相互関連」があるとみて，技術的構成の
変化を反映するとの条件を満たす価値構成を有機的構成（＝資本構成）と定義した
16)
。その
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16) 資本の有機的構成と価値構成の区別を強調したのはグロースマンであった。彼は，カウツキーや
ヒルファティングらは有機的構成と価値構成を混同していると非難している。有機的構成を価値構
成に一致させるならば，これらの両概念の区別は不用となり，なぜマルクスがことさら両概念を定
立したかの疑問が生じるとした。Grossmann, H. (1929), Das Akkumulations-und Zusamme-
表 2-1 価値構成 q(＝
V
C
)の上昇・低下に寄与する変動要因
Rの上昇実質賃金率 Rの低下
w2の上昇消費財の単位価値 w2の低下
fの低下技術的構成 fの上昇
qの低下要因qの上昇要因
生産財の単位価値 w1の上昇 w1の低下
定義にしたがえば，技術的変化に起因する価値構成が有機的構成であるから，技術的構成の
変化をともなわない価値構成は有機的構成とはいえない。技術的構成が不変であっても生産
財の単位価値がそれとの関連を離れて単独で上昇すれば価値構成は高度化するが，それは有
機的構成の高度化ではない。同様に技術的構成が不変であっても消費財の単位価値が単独で
上昇すれば価値構成は低下するが，これもまた有機的構成の変化とはいえないのである。
(16)の関係式は，価値構成 qが f と
w
wR
の積によって決定されることを示しており，技
術的構成 f に変化なくとも生産財と消費財の相対価値
w
w
あるいは実質賃金率 Rに変化が
あれば価値構成は変化する。しかしこれは技術的構成に変化がない以上，定義より有機的構
成の変化とはいえない。マルクスは，如何なる価値構成の変化も技術的構成の変化をともな
わない限り，それは有機的構成の変化ではないことを強調するために有機的構成の定義に限
定条件を付したと思われる。
ファインとハリスは，有機的構成は生産性上昇による単位価値の変化以前の「旧価値」で
評価され，価値構成は変化した「新価値」にもとづくとして，有機的構成は技術的構成の変
化に直接的に比例するが，価値構成はその変化を近似的に表現するという。それゆえ価値構
成は技術的構成や有機的構成よりもゆっくりと上昇すると理解する
17)
。しかしそのような理
解では，マルクスの技術的構成の変化を反映する限りでの価値構成＝有機的構成とする限定
条件の存在理由が問われることになろう。
マルクスは技術的構成の高度化を生産性上昇の尺度と考えている。
「……労働の社会的生産性の度合いは，一人の労働者が所定の時間内に労働力の同じ緊
張度をもって生産物に転化する生産諸手段の相対的な量的大きさで表現される。……生
産諸手段に合体される労働力に比べての生産諸手段の量的大きさの増大は，労働の生産
性の増大を表現する。」（K. Ⅰ, S. 650-651.）
技術的構成の高度化が生産性の上昇を表現するのであれば，技術的構成の高度化＝生産性
の上昇をともなう価値構成の高度化が有機的構成の高度化である。生産性の上昇は，技術的
構成 f の高度化，生産財と消費財の単位価値 w，wの低下に表現されるので，結局，f の
上昇，w，wの低下なる条件を満たす価値構成 qの上昇が有機的構成の高度化と定義でき
る。生産性上昇による両財の相対価値
w
w
の変化は有機的構成を規定する要因として機能す
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nbruchsgesetz des kapitalistischen Systems, S. 327. 有澤廣己・森谷克己訳（1932）『資本の蓄積並に
崩壊の理論』改造社，415-416ページ。
17) Fine, B. and Harris, L. (1979), Rereading Capital, pp. 59-60. 大島雄一監訳（1981）『西欧マルクス
経済学論争』大月書店，80-81ページ。Fine, B and Saad-Filho, A. (2001), Marx’s ‘Capital’, p. 91.
るが，生産性上昇に起因しない（生産財・消費財の単位価値上昇等による）相対価値の変化
は価値構成に影響を与えても有機的構成の規定要因としては機能しないのである。技術的構
成高度化＝生産性上昇をともなう価値構成の高度化が有機的構成の高度化であるとの定義を
(16)の価値構成 qの関係式に適用して，右辺の側に生産性上昇にともなう変動諸要因（f の
上昇と w，wの低下）の数値を代入すれば，その価値構成は有機的構成に転化する。
コゴイは．技術的構成の変化に起因しない価値構成の変化は有機的構成の変化とはみなさ
れないとしてマルクスの付した限定条件の意味を正当に解釈した後，逆の関係も成立するか
のように次のようにいう。
「……技術的構成の変化を原因としない価値構成の変化は有機的構成の変化とはみなさ
れない。同様に，価値構成の変化をもたらさない技術的構成の変化は有機的構成の変化
とはみなされない。｣
18)
技術的構成と価値構成の間の「緊密な相互関連」とは，(16)の関係式で表現すれば，価値
構成 qは技術的構成 f と
w
wR
を介在させて関連していることである。マルクスは，技術的
構成の高度化は生産性上昇をとおして生産財と消費財の相対価値
w
w
を低下させ，実質賃金
率 Rを不変とすれば価値構成は減速されながらも高度化されるとみる。それは技術的構成
の変化を反映する価値構成の変化であるから有機的構成の高度化と定義される。ここでは逆
の関係は成立せず，あくまで技術的構成高度化（＝生産性上昇）を起点として価値構成は高
度化され，その結果，有機的構成の高度化が実現すると解釈すべきであろう。
置塩氏は，有機的構成の定義に付してある限定条件を根拠に，マルクスのいう有機的構成
の高度化は生産過程の状態を示す
C
N
の上昇によるものであり，階級関係を示す搾取率
e=
M
V
の上昇によるものではないと解釈した。そうであれば
C
N
=fw，e=
1
wR
−1であ
るから，生産過程の状態は技術的構成 f と生産財の単位価値 wが，階級関係は消費財の単
位価値 wと実質賃金率 Rが関与していることになる。しかし生産過程の状態を表示するの
は技術的構成 f =
pm
N
であって，生産財の単位価値 wは生産過程の状態を示す要因とは
いえないであろう。
C
N
は生産過程の状態を示す技術的構成の他にその状態を示すには不純
な生産財の単位価値も含んでおり，したがって
C
N
を一概に生産過程での状態を示す比率と
することはできないのである。
剰余価値率 e=
M
V
の水準は，消費財の単位価値 wと実質賃金率 Rが決定する。平均労
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18) Cogoy,M. (1973), “The Fall of the Rate of Profit and the Theory of Accumulation”, Bulletin of the
Conterence of Socialist Economist, vol. 2, no. 7, p. 57.
働者の生活水準は自然条件，文化水準，労資の対立・力関係を背景として長期でみれば実質
賃金率に反映される。いま実質賃金率不変と仮定すれば，生産性上昇にともなう消費財の単
位価値の低下は剰余価値率を上昇させるが，それは生産性の上昇を条件としない絶対的剰余
価値の生産によるものではなく，労働力の価値低下を介した相対的剰余価値率の上昇であ
る。ここでの剰余価値率の上昇は，実質賃金率の低下ではなく消費財の生産性上昇によるも
のであり，問題は生産性上昇にともなう価値構成＝有機的構成の動向であるから，生産性上
昇を表現する生産財の単位価値 wの低下を有機的構成の算定要因として考慮したように，
消費財の単位価値 wの低下も考慮しなければならず，したがって wの低下による剰余価
値率の上昇も有機的構成の算定要因に属するとすべきであろう。技術的構成 f の高度化を
起点とした生産性上昇をともなう価値構成が有機的構成であると定義すれば，有機的構成は
高度化した f，低下した w，w，実質賃金率 Rによって決定される。置塩氏は，生産財の
単位価値 wを生産過程の状態を示すとされる
C
N
に組み入れ，それを有機的構成の規定要
因として処理しているが，剰余価値率 eの上昇は，それが実質賃金率 Rと消費財の単位価
値 wのいずれの低下によるものであるかを問うことなく一様に階級関係の表示であるとし
て有機的構成の規定要因から除外する。同じく生産性上昇の随伴現象でありながら，生産財
の単位価値の低下を有機的構成の規定要因として認め，消費財のそれを否認することは方法
論として妥当であろうか。生産財と消費財の単位価値の低下はともに生産性の上昇を表現し
ており，ここでは全社会的規模における生産性の上昇をともなう価値構成＝有機的構成が課
題となるので，両財の単位価値はともに有機的構成の規定要因となり，そのうち一方のみを
認め，他方を否認することはできないであろう。
以上のように，技術的構成の高度化を反映する限りでの価値構成を，生産性の上昇を反映
する価値構成（＝有機的構成）と解釈すれば，生産性の上昇を表現する技術的構成高度化お
よび生産財と消費財の単位価値低下をともなう価値構成
C
V
の上昇が有機的構成の高度化で
ある。生産財の単位価値 wの低下は
C
N
=fwの上昇を鈍化させ，消費財の単位価値の低
下は実質賃金率不変としても剰余価値率 e=
1
wR
−1を上昇させる。いずれの作用も生産
性上昇によるものであり，その総結果として得られる価値構成が有機的構成となる。
(16)の関係式において q=
C
V
を決定する因数である技術的構成 f，相対価値
w
w
，実質
賃金率の逆数
1
R
のうち，相対価値の分子 wを f に，分母 wを
1
R
に結合させて qを fw
と
1
wR
の積に分割して考察する場合，有機的構成は
C
N
=fwと 1+e=
1
wR
の両要因
の影響を受けるとしなければ，(16)における相対価値
w
w
が qに与える影響を正確に反映し
たことにはならない。両要因に生産性上昇の影響が入り込むのであって，生産性上昇の影響
を
C
N
に限定することはできないのである
19)
。
マルクスは『経済学批判要綱』で，生産性の上昇は必要労働時間の減少による相対的剰余
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労働時間の増大，すなわち相対的剰余価値率の上昇および可変資本 V／不変資本 Cの比率
低下と同義としている。
「労働の生産力の増大は，ɑ）労働者が資本に与える相対的剰余価値の，すなわち，相
対的剰余労働時間の増大と，ｂ）労働力能の再生産に必要な労働時間の減少と，ｃ）一
般に生きた労働に対して交換される資本部分の対象化された労働および前提された価値
として生産過程に参加する資本部分に対する減少と同義である。それゆえ利潤率は相対
的剰余価値または相対的剰余労働の増大に，生産力の発展に，そして〔不変〕資本とし
て生産に充用される資本の大きさに反比例している。」（Grundrisse, S. 649.）
マルクスにおいては，生産性の上昇は剰余価値率の上昇および
V
C
の低下と同義であり，
さらに技術的構成の高度化を生産性上昇の尺度と捉えていたことも考え合わせれば，技術的
構成の高度化を反映した価値構成とは，生産性上昇の影響を受けた価値構成との解釈が成立
する。この解釈をとれば生産性上昇と同義である技術的構成の高度化および（相対的）剰余
価値率の上昇を反映している価値構成が有機的構成である。
技術的構成の高度化は生産性上昇の尺度であり，生産性上昇は生産財と消費財の単位価値
の低下をもたらし，それは技術的構成 f の高度化よりも
C
N
の上昇を鈍化させ，実質賃金
率不変なら剰余価値率 eを上昇させる。
C
N
と eの両要因はいずれも生産性上昇の影響を受
けて変化する。このうち有機的構成の規定要因として剰余価値率 eを除外すれば，生産性上
昇を反映するとされる価値構成の内実は，消費財を排除して生産財の生産性上昇のみを反映
した価値構成となる。技術的構成高度化＝生産性上昇を反映した価値構成とは，生産財，消
費財を含む総体としての生産性上昇を反映した価値構成のはずである。もし有機的構成の規
定要因から剰余価値率を除外すれば，その有機的構成は消費財部門を排除して生産財部門の
生産性上昇のみを反映することになるであろう。
生産財，消費財を含む全生産部門における生産性上昇を反映した価値構成を有機的構成と
する限り，労働力の価値低下を介した相対的剰余価値率の上昇は消費財部門の生産性上昇を
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19) 松本氏は，賃金財生産部門における生産性上昇により賃金財価値が低下し，実質賃金率不変であ
ればそれは Vの値を低下させ剰余価値率は上昇することを指摘する。そして「この時，賃金財生
産部門では労働生産性の上昇をともなう原材料の増加によって Cの値は大きくなり，前述の理由
から Vの値は小さくなる。したがって
C
V
の値は上昇するのであるが，この上昇は資本の有機的
構成の高度化とは呼べないのであろうか？」と，生産性上昇の結果としての賃金財の価値低下によ
る
C
V
の上昇を有機的構成の高度化とは認めない置塩氏に疑問を呈している。松本有一（1979）
「資本の有機的構成・相対的過剰人口・利潤率の傾向的低下法則」（『経済学論究』第33巻第号）
131ページ。
表現しており，これを有機的構成高度化の規定要因から除外すれば消費財部門の生産性上昇
が何ら有機的構成に反映されないことになる。したがって全生産部門の生産性上昇を反映す
る価値構成＝有機的構成は
C
N
と eの両要因の上昇によって高度化されると理解すべきであ
り，そのうち eの上昇を階級関係を表示しているとの理由で有機的構成の高度化要因から除
外することはできない。マルクスは，生産性の上昇を剰余価値率の上昇と同義としているの
であるから，生産性上昇を反映する価値構成＝有機的構成は，剰余価値率の上昇（＝消費財
の生産性上昇）をも反映した価値構成と解釈できるのである。実質賃金率の低下ではなく消
費財の価値低下による剰余価値率の上昇は生産力発展の表現であるから，生産力の発展にと
もなう資本構成の高度化はこれを反映させるものでなければならない。
置塩氏が，スウィージー批判の際に強調した剰余価値の上昇による有機的構成の高度化
は，マルクスの有機的構成高度化規定では適用できないと主張するのであれば，それは二重
基準の採用となろう。剰余価値率上昇による有機的構成高度化を否定して有機的構成高度化
はすべて
C
N
の上昇に起因するとすれば，剰余価値率上昇によって利潤率低下法則を否定す
るスウィージーに対する批判の効力は失われる。二重基準をとることなく剰余価値率の上昇
が有機的構成を高度化させる関係を一般的に容認してこそ，剰余価値率上昇による利潤率低
下法則批判を克服することができるのである。生産財部門と消費財部門の生産性はそれぞれ
C
N
と eの比率に組み込まれているので，有機的構成を生産財と消費財を含む全生産部門の
生産性を反映する価値構成とする限りは
C
N
と eの上昇はともに有機的構成
C
V
を高度化さ
せるとすべきである。
資本の有機的構成
C
V
は
C
N
と eの両要因によって規定されることを認めれば，
C
N
が上
昇してゆくもとでの剰余価値率の上昇は，その剰余価値率の上昇を上回って有機的構成が高
度化される関係を承認したことになり，利潤率の低下はこの関係の表明である。
剰余価値率上昇の資本構成高度化促進作用をみるために，(19)より剰余価値率上昇分 Δe
と資本構成高度化分 Δqの関係式を求めよう。いま剰余価値率が eの場合の資本構成を qと
して
q=
C
N
1+e
とおく。eが e+Δeに上昇した場合の資本構成を qとすれば
q=
C
N
1+e+Δe=q+
C
N
⋅Δe
となり，資本構成の高度化分 Δq=q−qは
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Δq=
C
N
⋅Δe
と規定される。すなわち剰余価値率の上昇分 Δeは資本構成を
C
N
・Δeだけ高度化させる。
あるいは両者の増分比をとれば
Δq
Δe
=
C
N
(20)
である。(20)は剰余価値率 eと資本構成 qの増分関係を示しており，両者の増分比
Δq
Δe
は
C
N
に一致する。生産力の発展過程で利潤率の上限が低下，あるいは
C
N
が上昇してゆけ
ば
Δq
Δe
の比率もまた上昇する。すなわち剰余価値率の上昇は資本構成の高度化を加速させ
てゆくのであり，この生産力の発展過程における
Δq
Δe
の比率上昇が利潤率低下に論拠を与
えるのである。
これまでの考察結果を整理すると次のようになる。マルクスの有機的構成高度化は，技術
的構成高度化＝生産性上昇による価値構成の高度化であると解釈できる。マルクスは，有機
的構成は技術的構成に遅れて高度化されるとの歴史認識をもっていたのであるから，実質賃
金率一定のもとでは生産財と消費財の相対価値
w
w
は低下すると想定していた。そして相対
価値の低下は，生産財の生産性が消費財のそれを上回って上昇するとの仮定が必要である。
理論的には，生産財の単位価値が十分に低下すれば技術的構成が高度化しても有機的構成は
高度化しないことも想定可能ではある。しかしマルクスの
C
N
の上昇規定はそのような想定
を否定し，有機的構成は技術的構成より遅れはするが必ず高度化されるとの理論構成をとっ
ている。
マルクス経済学において資本の有機的構成高度化は相対的過剰人口の累進的生産，利潤率
の傾向的低下法則を導出するために必要不可欠な概念装置である。技術的構成が高度化して
も生産性が急速に上昇すれば有機的構成は上昇しないとする批判は，実質賃金率一定とした
場合に技術的構成の高度化よりも生産財と消費財の相対価値の低下が急速であれば確かに成
立する。しかしマルクスにおいては技術的構成の高度化率＞生産財の生産性上昇率＞消費財
の生産性上昇率なる前提がおかれており，したがって技術的構成の高度化は必ず有機的構成
の高度化に反映されるとの構想が採られているのである。
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